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第１章　背景と問題意識

一　背景

　インターネットの世界は、現実より極端な存在
である。一方で、厄介なジャンク情報は毎日蓄積
し、一気に爆発したホットニュースはすぐに埋も
れ、忘れられている。他方で、忘れてしまったは
ずの秘密を静かに保存するコーナーが常に存在し
ている。ネット社会に暮らしている人たちは、便
利な生活を楽しんでいる一方で、「愉しみながら
死んでいく」と言われたこの時代にプライバシー
侵害や名誉毀損、個人情報保護と関連した問題な
どの被害者になる危険も大きくなっていた。これ
を容易にするのは、インターネットから情報を整
理して処理し、取得した関連情報をユーザーに提
出するいわゆる検索エンジンであろう。
　確かに、何千年もの間、人間は忘れるというこ
とと戦うために文字、画像、写真、現代のデー
タ技術などを使用してきた。我々は自分の存在を
証明するためにすべての痕跡を残そうとした。こ
れにはある程度の意義があることは確実である。
ホームズが「法の生命は論理ではなく経験であっ
た」1と呼んでいる法学を含めて、歴史は人間社会
の発展にとって重要な動力である。しかし、忘れ
ることができない人々2のように、忘れることがで
きない社会は前に進むことができないであろう3。
「忘れられる権利」が生まれたのは、このことを
念頭に置いてきたのだろう。

二　問題意識

　「忘れられる権利」は、個人情報データを不正
に取得または利用された場合に利用される救済制
度である｡この概念は、2012年に欧州連合によって
発行された「一般情報保護規則」で最初に提案さ
れた。情報主体は、情報管理者に彼の個人データ
に関連する情報を削除するよう要求する権利を有
する。その後、継続的な理論的研究と実際の改正
の後、EUは2018年5月に「忘れられる権利」に関
する新しい規則を発表した。改正以前の独立した
ステータスとは異なり、今回は、「忘れられる権

利」は消去権の後に括弧内に置かれた。この新し
い「忘れられる権利｣の範囲も2012年とは大きく異
なるものとなった。これらの兆候は、「忘れられ
る権利」が弱まり、EUによって徐々に排除される
ことを意味しているのであろうか。
　同時に、長年にわたる議論にも関わらず、「忘
れられる権利」はまだアメリカでは広く支持を得
られておらず、立法化もされていないため、ヨー
ロッパ以外で「忘れられる権利」を導入すること
に価値と必要があるかどうかとの疑問が生じる。
EU法とは異なり、日本でも「忘れられる権利」
は、独自の権利としては捉えられていない。新し
い権利を導入する際には、混乱と矛盾を来さぬよ
う、自国の法律体系との整合性を考慮することが
不可欠である。これに対応して、日本の学者の理
論と合わせて、「忘れられる権利」に対して中国
はどのような態度を取るべきであろうか。
　そして、従来、プライバシーなどの人格権はそ
の適用範囲と密接なものとして論じられてきた以
上、「忘れられる権利」も適用範囲に触れること
が不可欠とならざるをえない。本文は、権利的性
質にも配慮しつつ、利益衡量の観点からその具体
的範囲をいかなる基準で画定すべきか、を検討す
る。

第２章 「忘れられる権利」について既存
の認識

一　概念の由来

　実は、「忘れられる権利（The Right to Be 
Fo rgo t t en）」という用語は、実定法上の法
律用語ではなく、特殊な呼び方に過ぎない。
Schönberger教授は、デジタルテクノロジーとネ
ットワークのグローバル化の背景に基づいて、初
めて「忘れられる権利」の概念を提唱した4。こ
のコンセプトの種は最初にヨーロッパで芽を出し
た。EUは常に個人データとプライバシーの保護に
焦点を当てており、デジタル技術の「忘れなくて
逃げられない」の脅威を認識した後、すぐに「忘
れられる権利」の検討を始めた。2010年6月、当
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時の欧州連合情報社会およびメディア委員会の委
員は、「ユーザーは自分のネットワーク情報を効
果的に制御し、いつでも修正、取り消し、または
削除できなければならない」と述べた5。この権利
は、その後いわゆる「忘れられる権利」になって
いった。
　「忘れられる権利」はインターネットに関連す
る新しい用語だが、既存のプライバシー概念に
根ざしている。語源の観点から、この概念のプロ
トタイプは20世紀80年代のフランスの法律におけ
る「忘却権」までさかのぼることができる。つま
り、犯罪者は刑期を終えた後に公衆の視線から消
えることを要求する権利を持ち、ニュースメディ
アは過去の犯罪や犯罪事実の報道を行うことがで
きなくなる。権利の内容から見ると、「忘れられ
る権利」は、権利者に不適切、無関係、または時
間が経つに従って関係がなくなった個人データを
削除する権利が与えられることを強調している。
これは、既存のEUデータ保護フレームワークにお
ける削除、修正、反対などの権利と密接に関連し
ていて、新しい権利ではない。したがって、「忘
れられる権利」を理解するためには、既存のEUデ
ータ保護規則と一緒に考える必要がある。

二　EU法における「忘れられる権利」

　20世紀のインターネット技術の台頭により、EU
諸国はデータ保護の重要性を認識した。1995年の
EUの「個人データ保護指令」の導入前に、フラン
ス、ドイツ、オランダ、イギリスは自国のデータ
保護法を次々に公布しており、その多くは「忘れ
られる権利」に関連している。たとえば、1977年
ドイツの「データ保護法」の第26条および1978年
のフランスの「データ保護法」の第36条で規定さ
れた、「削除および修正する権利」は、「忘れら
れる権利」とよく似ている。さらに、1984年のイ
ギリスの「データ保護法」第24条の「修正および
削除する権利」と、1989年オランダの「データ保
護法」の第33条の削除権は、「忘れられる権利」
の制度的基礎を構成しているとみることができ
る。1995年の「個人情報保護指令」の公布によっ

て、EUは個人情報保護の新たな段階に入った。こ
れらの条項の多く（例えば第6条（1）eの目的制限
の原則及び第7条の同意規則、並びに「忘れられる
権利」に最も近い第12条ｂの削除権及び第14条の
反対権）は、「弱化した忘れられる権利」とみな
すことができる。
　もちろん、「忘れられる権利」は、既存の欧州
連合のデータ保護フレームワークに根差してお
り、その核心は個人データ保護を強化することに
あるが、デジタル時代の背景にも組み込まれてい
る。以下では、GDPRの「忘れられる権利」条項
について具体的に分析する。
　「忘れられる権利」の主体は、企業およびその
他の法人または組織を除く、自然人である。 さら
に、未成年者は個人データの収集に同意するとき
にデータ収集の危険性を十分に認識していないと
考えられるため、GDPRでは未成年者について具
体的に言及された。未成年者からのデータ削除の
申立てに特別な保護を与える必要があると考えら
れたのである。
　権利主体は、以下の場合において関連するデー
タを削除し、データのさらなる拡散を防ぐように
データ管理者に要求する権利を有する。該当する
場合は、目的がもはや存在しなくなった場合、同
意が撤回された場合および時間制限が満了した場
合、同時にデータの継続的な処理をサポートする
法的根拠がない場合、裁判所または関連機関が最
終の削除裁定または決定を出した場合、データが
違法に収集された場合及び異議が申し立てられた
場合と規定されている。異議はつまり、データの
権利主体が、データの処理が主体の基本的利益を
保護するために不可欠であるまたは公益などの理
由がある場合を除き、GDPRの第19条に従ってデ
ータ処理に反対するということである。
　「忘れられる権利」は絶対的な権利ではなく、
GDPRもさまざまな制限を定めている。具体的に
は（1）表現の自由の行使のため、（2）公衆衛生
の目的のため、（3）歴史的、統計的、および科学
的研究の目的のため、（4）EUまたは加盟国の法
に基づく義務を履行するため、必要な場合には、
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データ管理者はデータを削除する義務を負わな
い。しかし、通常誰でも取得、収集、変更できな
い方法で処理しなければならない。
　GDPRは、データ管理者にも相応な義務を課し
た。適切な対象者が「忘れられる権利」を行使す
る場合、データ管理者はデータを削除するために
あらゆる合理的な措置を取る必要がある。データ
が正当な理由なしに第三者に開示または送信され
た場合、元のデータ管理者はデータを確実に削除
するよう第三者に通知する必要がある。管理者
は、権利主体に、関連する第三者によって実行さ
れる可能性のある対策を通知する義務がある。
　最後に、法的責任について、「忘れられる権
利」の実施をより確実に保証するために、GDPR
はより厳しい法的責任を規定している。「忘れら
れる権利」の規定を遵守しなかった場合、または
期限を保証するメカニズムを実装しなかった場
合、または第三者に通知するために必要な措置を
講じなかった場合、規制機関は最大500,000ユー
ロまたは当該会社の世界中の年間売上高の1％を
罰金として科す可能性がある。これは、Googleや
Facebookのような世界的なインターネット大手に
とっても非常に衝撃的な数字である。

三　従来の学説　

１　欧米諸国

　本来、「忘れられる権利」の概念は、主にヨー
ロッパ諸国で議論されている。特に、その発想
が最初に登場したフランスでは、「忘れられる権
利」の概念化をめぐって論争が多い。主な理由
は、欧州連合がフランスの法律で「忘却権」の概
念を借用したことである。Grauxは、EUの「忘れ
られる権利」のバージョンとフランス法の起源と
の関係を取り上げ、フランス法が他のヨーロッパ
諸国に及ぼす影響を説明した6。Grauxの基本的な
結論は、EUが不適切な用語を選択をしたことによ
り、「忘れられる権利」が不明確になり、一部の
領域での過保護と一部の領域での不十分な保護に
つながったというものである。「忘却権」、「削
除する権利」、「異議を申し立てる権利」など、

「忘れられる権利」に関連する多くの概念が混在
している。Ambroseは、「忘れられる権利」と削
除する権利の関係を調査した。彼女は、最初の2
つの権利が混同されているため、「忘れられる権
利」の概念はかなり不明確であると考えており、
「忘れられる権利」と削除する権利を明確に区別
し、後者の役割を強化することを提唱している7。
Paul Bernalは削除する権利の詳細な分析を行い、
この概念は「忘れられる権利」の代わりに使用さ
れるべきであると信じている。彼は、概念の意味
合いを明確にするために、「忘れられる権利」を
再定義することを提唱している。Kierkegaardは
EU「データ保護条約」の30年の進展に関するレビ
ューで、異議を申し立てる権利と「忘れられる権
利」には概念上の関連性があり、「忘れられる権
利」は異議を申し立てる権利の議論と組み合わせ
る必要があると述べている8。
　「忘れられる権利」の性質に関して、学界で
広く普及している見解は、Koops教授が提起した
もので、「忘れられる権利」には主に「データ
を削除する権利」、「個人の記録をクリーンする
権利」、「意見を表現することは制限されず」の
互いに排斥されない3つの側面がある9。しかし、
Ausloosは別の見方を持っている。彼は「忘れら
れる権利」の概念をデータ管理理論に基づいて構
築することは合理的であると信じている。彼の見
解では、「忘れられる権利」の命題は「同意」理
論の強化である10。
　そして、「忘れられる権利」の適用に関して、
最も複雑的な問題は、「忘れられる権利」と表現
の自由の間のバランスである。McNealy は、具
体的なニュースに視点を置き、報道自由の価値と
「忘れられる権利」の対立とその解決方法を分析
しようとした11。McNealyは、従来のメディアと
新しいメディアどちらにとっても、番人の役割と
「忘れられる権利」の概念との間には深い対立が
あると信じている。著者は、米国法を分析対象と
して、「忘れられる権利」の概念を米国のプライ
バシー法システムに組み込むことはできないと結
論付けている。
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　ヨーロッパでの活発な発展と異なり、「忘れら
れる権利」は、逆にインターネット事業の大国で
あるアメリカでは苦闘してきた。その理由は、ヨ
ーロッパでは個人情報の管理は基本的な人権であ
ると一般に考えられており、「忘れられる権利」
を追加することは、個人情報の保護を強化するた
めの有効な手段になるからである。しかし、アメ
リカでは、市民（情報主体）に対し、検索結果に
関係する「不適切で、無関係な、過度の」リンク
の削除を検索事業者に要求するための法的な手段
を付与する「忘れられる権利」は、「議会は、表
現の自由や公表の自由を奪う法律を制定してはな
らない」というアメリカ合衆国憲法修正第1条の条
項に反すると見なされる。同時に、アメリカ最高
裁判所は、メディアが特定の情報を合法的に取得
する場合に限り、関係する対象に恥ずかしい結果
をもたらす情報の伝達があったとしても、国がメ
ディアの広めることを法律を通じて制限できない
と考えている12。然もなくば、言論の自由と報道の
自由を深刻に蹂躙することになると考えられる。
　アメリカでの「忘れられる権利」の見通しに関
して、Walkerは「制限された忘れられる権利」、
つまりユーザーが自ら公開した個人情報の削除の
みを要求できる権利が、アメリカ憲法の精神に沿
ったものであると指摘していた。13

２　日本

　一方、日本において、「忘れられる権利」が語
られるようになったのは、ここ数年のことであ
る。伊藤英一は2011年に初めて忘却権の概念を導
入し（「忘却される権利」という）、社会学と哲学
上の議論を出したうえで、「忘れっぽい人間とク
ラウド（雲）の中の記憶」の関係調和について考
察した14。その後の数年間、主にヨーロッパにお
ける「忘れられる権利」に関連する立法と裁判な
どの事件が整理され、日本に紹介された15。特に
今岡直子は「忘れられる権利」に関係する規定と
議論の動向について漏れ無く整理した16。
　そして、日本における「忘れられる権利」の方
向性を検討するために、EU法における「忘れられ

る権利」の沿革が確認されたのみならず、フラン
ス法やドイツ法も比較検討対象とされた17。フラ
ンス法における「忘れられる権利」について、栗
田昌裕は主として検索事業者に対する検索結果の
削除請求を基礎づける権利と判断した18。同時に、
「忘れられる権利」は、当初フランス法において
「私生活の尊重を求める権利」を基礎として過去
の犯罪事実の報道からの保護を求める権利として
主張されたものであったが、情報化の進展に伴
い、個人データの削除を求める権利を意味するよ
うになったと判断した19。一方、ドイツ法につい
て、鈴木秀美はドイツ連邦通常裁判所の判例に基
づいて、「忘れられる権利」と表現の自由の関係
を検討した20。結論として、ドイツ連邦憲法裁判所
は、一般的人格権と表現の自由の調整が争われる
事件について、暫定的評価とはいえ、人格保護を
表現の自由に優位させた点を問題視している21。
　後述する平成29年最高裁決定の前ではあるが、
曽我部真裕は、日本における「忘れられる権利」
に関する裁判例および議論の状況を紹介し、現行
法下における検索結果等削除の可否およびその要
件と検索事業者の自主的対応を分析した22。その
後、村田健介は最決平成29年1月31日民集71-1-63の
事案を整理して、最高裁論旨で「個人のプライバ
シーに属する事実」であるとされた前科「をみだ
りに公表されない利益」の要保護性、検索エンジ
ンの表現行為主体性と削除判断の基準について検
討した23。「忘れられる権利」と日本の既存の法
制度・法理との関係を整理して、2016年村上は、
「忘れられる権利を広く認めた場合には、各人が
自らの望む人物像をいかようにでもコントロール
することができるようになる。」との予想を提出
した24。

３　中国

　「忘れられる権利」については、中国での研究
は少なくない。論文も次第に発表されているが、
研究内容は主に解説と紹介に集中している。論文
は主に、「忘れられる権利」の概念と実定法上の
根拠、および「忘れられる権利」が中国の個人情
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報保護の法制度に与える影響に焦点を当ててい
る。2015年以前は、「忘れられる権利」の概念に
関して、ほとんどの学者の議論は基本的に、EU
の2012年「一般情報保護規則」の草案を中心に展
開されていた。「忘れられる権利」はいわゆる削
除権であり、データ主体が法的保持の法的理由が
ない限り、データ管理者に対してその管理下にあ
る「必要なく、無関係な、古すぎる」個人データ
を削除することを要求する権利であると考えられ
ていた25。呉飛は紹介の論文を書き、「忘れられ
る権利」の立法ダイナミクスと外国の学者の評価
を組み合わせた26。さらに、鄭文明もこの権利を
導入し、「数字（デジタル）忘却権」として再定
義した27。「忘れられる権利」の価値について、
王利明は、個人情報保護システムの重要な部分と
して「忘れられる権利」には、市民による個人情
報の管理や自律的決定などの法的利益が存在する
と考える28。一部の学者は欧米の「忘れられる権
利」の発展の歴史を整理して、「忘れられる権
利」には伝統的な忘却権とデジタル時代の忘却権
が含まれると述べた29。その時点では、中国の学
界には「忘れられる権利」の統一された定義はな
いものの、基本的に「忘れられる権利」はプライ
バシーの権利または個人情報権利の一部であると
考えられている。法制度上の意義に関して、ほと
んどの論者は、「忘れられる権利」は中国の個人
情報保護法の構築に含まれるべきであると考えて
おり30、また一部の学者は業界の利益と国家利益
の視点から中国に「忘れられる権利」の法的枠組
みが導入される可能性を分析した31。
　2016年以降、EUの「一般情報保護規則」が制定
されたことにより、「忘れられる権利」の規定が
ある程度まで緩和されて、「削除される権利」に
制限された。その変化を応じて、一部の学者は、
「忘れられる権利」を中国に導入することについ
て続けて議論した。反対論者の万方は、「忘れら
れる権利」の権利主体と義務主体、適用範囲と
「忘れられる権利」の侵害による法的責任、EU法
の草案を総合的に分析した。中国での「忘れられ
る権利」に関する最初のケース（任甲玉と北京百

度技術会社人格権紛争訴訟）を検討した後、「忘
れられる権利」の実現は市民の権利行使の意識に
依存するとし、この段階で「忘れられる権利」を
包括的に導入することは技術的に不可能であると
結論付けた。同時に、現在の中国の個人情報保護
制度を補完するために、「忘れられる権利」の一
部を選択的に含めるべきだと指摘した32。「忘れ
られる権利」と人格権の関係をめぐって、段衛利
は「忘れられる権利」が個人情報権の一部であ
り、その一部はプライバシー権と重なり、重なり
合う部分は主に私生活の秘密であると主張した33。
　その後、2017年頃から、中国の学者たちは、
「忘れられる権利」の意義をより多くの側面から
考察し始めた。廖磊は、検索エンジンサービス提
供者の個人情報保護義務を分析し34、鄭曦は、刑
事分野で「忘れられる権利」を正式に確立し、そ
の適用範囲を慎重に拡大することを主張する35。
それ以来、楊立新36と高富平37は、前述の「任甲玉
案」に基づいて論文を書き、「忘れられる権利」
の帰属と保護基準、および中国への移植に対する
法的障害を研究した。一部の学者はまた、欧州
裁判所と中国裁判所の判決の違いを分析した38。
「忘れられる権利」と自由権の関係を検討する上
で、劉沢剛が忘れられる権利に対する強力な批判
を始めたことは注目に値する39。とにかくいまの
時点で、学界の視点は、基礎概念の導入、中国へ
の移植から反省と批評へと移行し始めた40。
　以上の理論とEUの規定を参考して、筆者は「忘
れられる権利」が、情報主体が公益に重大な影響
を及ぼさない個人情報を遮断・削除など手段で
状態を管理する権利である。説明すべきのは、ま
ず、「忘れられる権利」はある種の情報管理権利
である。そして、忘れる情報は公共利益の保護と
矛盾しないと限定している。このような限定は、
「忘れられる権利」を新しい権利として導入する
ために、現存法との相性を考えなければならない
からである。
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第３章　日中判例

一　日本の判例

　「忘れられる権利」は、201年でEU委員会の一
般情報保護規則の提案以来、全世界的に議論され
てきた。2014年3月13日、欧州司法裁判所（Court 
of Justice of the European Union）は、一定の年
数が経過した後に、主体が自分にとって不都合な
過去の記事へのリンクの削除を求める権利、すな
わち「忘れられる権利」を持つことを判決で承認
した。当該判決は、「忘れられる権利」の実体的
な権利性を認めた最初の判決であり、世界中に非
常に大きな影響を与えた41。この判決は「忘れら
れる権利」に関する関心や論争を大いに喚起し
た。この判決について、日本でも多くの学者が紹
介しているので、ここでは繰り返さない。本稿で
は、日本の「忘れられる権利」に関する最も重要
な判例（平成29年1月31日 最高裁第三小法廷 平28
（許）45号）に着目するものとする。

１　経緯

　Xは数年前の2011年11月、児童買春に係る行為
等の処罰及び児童の保護等に関する法律違反の容
疑で逮捕され、同年12月に同法違反の罪により50
万円の罰金刑に処せられた｡この事件は当時のニュ
ースで報道され、関連する記事はインターネット
を通じて多くの利用者によって転載された。逮捕
の当時も現在も会社員として一般企業に勤めるX
は、それ以来、妻や子供たちと平穏に暮らしてお
り、犯罪を犯したり、社会に特段の影響を与える
ような活動はしていない。
　Yは、インターネット上で検索エンジンを管理
および運用する米国企業である。この検索エンジ
ンのユーザーは、テキストを入力することによっ
て、テキストに関連性の高いリンクを介して対応
する結果を検索できる。この検索結果は、タイト
ル、URLとコンテンツの抜粋などの形式で表示さ
れる。インターネットユーザーがXの居住地と名
前に関連するテキストを入力し、この検索エンジ
ンで検索すると、報道された逮捕内容の一部また

はすべてとXとの関連が表示される状態にあった。
　Xは、Yによる人格権（更生を妨げられない権
利）侵害に対する妨害排除請求権・妨害予防請求
権を主張し、民事保全法23条2項に基づき裁判所に
上記検索結果を削除する旨の仮処分命令を求めた。
　第1審（保全命令決定 平成27年6月25日 さいた
ま地裁 決定 平27（ﾖ）17号）で、裁判所は、当事
者両方の主張に基づき、保全される権利及び保全
の必要性について、検索結果の公表により前科者
の社会復帰の利益を侵害したことを認めた上で、
逮捕履歴に関する検索結果について社会一般の知
る権利に資する公益性があるが、原告の受忍限度
内とはいえない判断した。そして、保全の必要性
について、本件の検索結果は、常にインターネッ
ト上で閲覧可能であり、一旦損失が発生すると回
復が極めて困難でり、被害回復の困難さを回避す
るため、検索結果の削除の必要性が認められる。
以上の理由から、当裁判所は検索結果を削除する
仮処分を決定した。
　2015年12月22日、Yは仮処分決定に対し保全異
議申し立てを行ったが、さいたま地方裁判所は仮
処分を支持する決定を下した。理由は2015年6月25
日の決定とほぼ一致しているため、ここでは省略
する。しかし、本件の特筆すべき点は、Xの「更
生を妨げられない利益」の侵害が認められたこと
にある。本件裁判では、更生を妨げられない利益
の意義から、犯罪履歴が継続的に検索された場合
には、Xの更生を妨げられない利益が大きく侵害
されることを肯定している。したがって、本件裁
判では、検索エンジンが社会的な公益性を持って
いるが、侵害の結果はXの社会生活における受忍
限度を超え、Xの更生を妨げられない利益を侵害
することが認められた。
　2016年7月12日、Yが東京高等裁判所に抗告を行
った。東京高等裁判所は、当事者双方の主張に基
づき、被保全権利及び保全の必要性について次の
ように判断している。
　（１）被保全権利の性質について。裁判所は、
日本の法律の条文には「忘れられる権利」がな
く、適用要件や法律効果も規定されておらず、そ
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の権利の実体は、人格権の内容のうち、名誉権や
プライバシー権に基づく差止請求権に他ならない
としている。「人格権の一内容としての名誉権な
いしプライバシー権に基づく差止請求の存否とは
別に、『忘れられる権利』を一内容とする人格権
に基づく妨害排除請求権として差止請求権の存否
について独立して判断する必要はない」。また、
既存のプロバイダ責任制限法には、検索結果の削
除義務を認める明文の根拠はない。
　（２）被保全権利の有無について。裁判所は
「北方ジャーナル事件」42（最高裁判所昭和61年6
月11日大法廷判決･民集40巻4号872頁参照）と「ノ
ンフィクション『逆転』事件」43（最高裁判所平
成6年2月8日第三小法廷判決･民集48巻2号149頁参
照）を参照し、現代インターネット社会の状況を
考慮し、人格権の一内容としての名誉権ないしプ
ライバシー権に基づく差止請求（検索結果の削除
等請求）の可否を決するに当たっては、「削除等
を求める事項の性質（公共の利害に関わるもので
あるか否か等）、公表の目的及びその社会的意義、
差止めを求める者の社会的地位や影響力、公表に
より差止請求者に生じる損害発生の明白性、重大
性及び回復困難性等だけでなく、上記のようなイ
ンターネットという情報公表ないし伝達手段の性
格や重要性、更には検索サービスの重要性等」を
総合考慮して決するのが相当であると述べた。
　（３）保全の必要性について。「Xの氏名と住
所地である県名とで検索することにより、本件犯
行が知人等に知られる蓋然性の程度が明らかでな
い」。また、「本件犯行に係る事実が周囲に知ら
れること自体はXが社会的な制裁としてある程度
受忍すべきものであるところ、そのことによりX
の社会生活上又は私生活上具体的な不利益が生じ
るとの疎明が十分ではない」。したがって、「Xが
回復不可能で重大な損害を被ることが明白である
とまではいえない」。また、検索結果を削除する
と、サイト全体が閲覧できなくなり、表現の自由
や知る権利に大きな影響を及ぼす可能性がある。
さらに、ウェブページの作成者や書込みをした者
には、反論する機会も与えられていない。したが

って、検索結果の保全を依頼する必要性は認めら
れない。
　以上の理由から、東京高等裁判所は原決定及び
仮処分の決定を取り消し、本件申立人の仮処分命
令申立てを却下した。

２　許可抗告審（平成29年1月31日 最高裁第三小

法廷 決定 平28（許）45号）

　Xは東京高裁決定の取消しを求めて許可抗告を
申し立て、東京高裁はこれを許可した。最高裁判
所は次のように判断した。
　従来の最高裁判所の判例44を参照して、最高裁は
まず、個人のプライバシーに属する事実は、公表
されない利益があり、法的に保護されるべきであ
ると認めた。「他方、検索事業者は、インターネ
ット上のウェブサイトに掲載されている情報を網
羅的に収集してその複製を保存し、同複製を基に
した索引を作成するなどして情報を整理し、利用
者から示された一定の条件に対応する情報を同索
引に基づいて検索結果として提供するものである
が、この情報の収集、整理及び提供はプログラム
により自動的に行われるものの、同プログラムは
検索結果の提供に関する検索事業者の方針に沿っ
た結果を得ることができるように作成されたもの
であるから、検索結果の提供は検索事業者自身に
よる表現行為という側面を有する。また、検索事
業者による検索結果の提供は、公衆が、インター
ネット上に情報を発信したり、インターネット上
の膨大な量の情報の中から必要なものを入手した
りすることを支援するものであり、現代社会にお
いてインターネット上の情報流通の基盤として大
きな役割を果たしている。そして、検索事業者に
よる特定の検索結果の提供行為が違法とされ、そ
の削除を余儀なくされるということは、上記方針
に沿った一貫性を有する表現行為の制約であるこ
とはもとより、検索結果の提供を通じて果たされ
ている上記役割に対する制約でもあるといえる」。
　以上の事情に照らし、最高裁は、削除を請求で
きる権利を次のように説明する。検索事業者が、
インターネット利用者の検索ニーズを満たすため
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に、ある者のプライバシーにかかわる事実が掲載
されたウェブサイトのURL等を検索結果として
提供する表現行為が違法かどうかを判断する場合
は、「当該事実の性質及び内容、当該URL等情報
が提供されることによってその者のプライバシー
に属する事実が伝達される範囲とその者が被る具
体的被害の程度、その者の社会的地位や影響力、
上記記事等の目的や意義、上記記事等が掲載され
た時の社会的状況とその後の変化、上記記事等に
おいて当該事実を記載する必要性など、当該事実
を公表されない法的利益と当該URL等情報を検索
結果として提供する理由に関する諸事情を比較衡
量して判断すべきもので、その結果、当該事実を
公表されない法的利益が優越することが明らかな
場合には、検索事業者に対し、当該URL等情報を
検索結果から削除することを求めることができる
ものと解するのが相当である」。
　「これを本件についてみると、抗告人は、本件
検索結果に含まれるURLで識別されるウェブサイ
トに本件事実の全部又は一部を含む記事等が掲載
されているとして本件検索結果の削除を求めてい
るところ、児童買春をしたとの被疑事実に基づき
逮捕されたという本件事実は、他人にみだりに知
られたくない抗告人のプライバシーに属する事実
であるものではあるが、児童買春が児童に対する
性的搾取及び性的虐待と位置付けられており、社
会的に強い非難の対象とされ、罰則をもって禁止
されていることに照らし、今なお公共の利害に関
する事項であるといえる。また、本件検索結果は
抗告人の居住する県の名称及び抗告人の氏名を条
件とした場合の検索結果の一部であることなどか
らすると、本件事実が伝達される範囲はある程度
限られたものであるといえる」。
　以上の理由から、最高裁判所は、保全抗告審の
論旨は採らなかったが、保全抗告審の判断を認
め、抗告を棄却した。

３　本決定についての検討

　本件では、個人の人格的尊厳の尊重を目的とし
た人格権問題を取り上げ、私法上の（不法行為法

上の）関係を扱った。最高裁判所は、「諸事情の
比較衡量」の方式を採用して、インターネット上
のリンクでプライバシー侵害に属する事実を提供
する行為が違法であるかどうかを説明した。しか
し、個人情報の自己制御権としての特徴を持つ
「忘れられる権利」については、既存の名誉権、
プライバシー権との関連性は否定できない。以下
ではこれらの問題について簡単に検討してみたい。

３．１　前科の要保護性
　本決定は、ノンフィクション「逆転」事件で採
用された更生を妨げられない利益に基づいて論旨
を展開するという方法とは異なり、前科を「みだ
りに公表されない利益」をプライバシーと直接に
結びつけた。最高裁は、前科を直接に「プライバ
シーに属する事実」として扱い、「これをみだり
に公表されない利益」が保護に値することを認め
た。これは、最高裁のプライバシーに対する理解
が、自己情報コントロール権に近いものになって
いることを示すものと考えられよう。
　前科情報の公表は、本件の第一審の裁判でも述
べたように、同様の犯罪の予防に役立ち、積極
的な社会的意義を有することは否定できない。し
かし、検索結果の中立性と自由な表現を保障する
ことは、前科を含む情報を公開することにとどま
らず、広範なインターネットユーザーに多くの検
索サービスを提供することであるといえる。加
えて、検索エンジンの中立的なアルゴリズムは、
情報が前科に属するか否かを明確に区別するのに
役立つものではなく、情報を公表する行為が違法
性を有するか否かなどの問題を明確にすることも
できず、具体的なケースにおいて「忘れられる権
利」を運用することにとって、多くの困難をもた
らす。前科情報の公表問題について、第一審は、
部分情報を削除することは検索結果の中立性や自
由な表現を侵害していないと判断し、最高裁判所
は、債権者を侵害したのは部分的な情報だけであ
り、侵害の程度も低いと判断しており、今後「忘
れられる権利」の適用可否を判断するための参考
になる。
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３．２　削除判断の基準
　最高裁は、名誉毀損を理由とする損害賠償請求
や、名誉権に基づく差止請求について判断する
とき、以下の事実を消極要件としている。すなわ
ち、摘示された事実が①公共の利害に関するもの
であり、②その摘示が公益目的であり、③真実か
または真実と信じるにつき相当の理由がある場合
には、不法行為は成立しないとする。前述のノン
フィクション「逆転」事件以来、最高裁は、プラ
イバシー侵害による損害賠償に関する判例で、あ
る者の前科等プライバシーにかかわる事実を公表
されない法的利益が公表を正当とする諸事情に優
越することを不法行為の成立要件とする、いわゆ
る「個別的比較衡量」の手法を採用しており、当
人のその後の生活状況をその衡量要素の一つとし
て取り上げている。本決定は、検索事業者に対す
る請求である点で従来の判例とは事情が異なる
が、要件は従来の判例とほぼ同じものであると言
える。ただし、記事等が掲載された時からの社会
的状況の変化という要素は、本決定において新し
く衡量要素として取り上げられた。45

３．３　「忘れられる権利」との関連性
　本件のX側は、保全異議審、保全抗告審、許可
抗告審で、「忘れられる権利」を差止請求権の
被保全権利として主張を展開した。保全異議審で
は、忘れられた権利の概念を肯定的に評価した
が、「人格権の一内容としての名誉権ないしプラ
イバシー権に基づく差止請求権の要件の判断と実
質的に同じものである」ことを理由として、「忘
れられる権利」の存否について独立して判断する
必要はないと述べた。保全抗告審決定は、「人格
権の一内容としての名誉権ないしプライバシー権
に基づく差止請求権と異ならない」として、差止
請求権の根拠としての「忘れられる権利」の独立
性を否定した。
　東京高等裁判所は本件保全抗告審で、過去の最
高裁判所の判例である「北方ジャーナル事件」
と「ノンフィクション『逆転』事件」を引用し、
「忘れられる権利」を人格権に属する名誉権とプ

ライバシー権に基づいて主張できるかどうかを検
討している。もちろん、過去の判例では、検索結
果の公表が名誉権とプライバシー権の侵害に該当
するかどうかについての議論が提起されている。
しかし、「忘れられる権利」の侵害の判断は名誉
権侵害あるいはプライバシー権の侵害することと
は異なる。名誉侵害が発生したかどうかの判断
は、報道内容が真実であるかどうか、「署名狂や
ら殺人前科」46最高裁判決で確立された相当性理
論に該当するかどうかで判断できる。プライバシ
ー侵害が発生したかどうかを判断するに当たって
は、プライバシー権を明示的に論じた「宴のあ
と」事件47東京地裁判決を参照してその成立要件
を検討することができる。名誉権とプライバシー
の侵害については、「忘れられる権利」の救済方
式に似ている差止請求権の方式で救済できるが、
「忘れられる権利」をめぐる問題を処理する場
合、すなわち検索エンジンが導出した検索結果が
削除可能であるかどうかを検討する際には、既存
の差止請求権を参考にするか、削除する方式をそ
のまま適用するか、やはり長期的な議論が必要に
なるかもしれない。

二　中国の判例

　欧州司法裁判所の判決は、「忘れられる権利」
について世界の広範な関心を引き起こした。中国
の学者も、この権利の中国への導入に関して引き
続き理論研究を行っている。この判決の翌年、中
国では任甲玉と北京百度技術会社人格権紛争訴訟
（以下「任甲玉事件」と略称する）が発生し、中
国の状況で「忘れられる権利」をどのように適用
するかについても、国内の学界で持続的な議論が
展開されている。以下では、本事件の状況及び中
国の諸学者の分析を紹介する。

１　経緯

　任甲玉は管理学分野の従業員を務め、2014年7
月1日から無錫陶氏生物科技有限公司で教育に従
事していたが、2014年11月26日に労働関係を解消
した。2015年2月から、任甲玉は百度のウェブペ
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ージで相次いで「陶氏教育任甲玉」、「无锡陶氏
教育任甲玉」などの文字の内容とリンクを発見し
た。陶氏教育会社は業界で評判が悪いため、「陶
氏教育任甲玉」、「無錫陶氏教育任甲玉」などの
情報は原告の名誉を極めて大きく侵害している。
任甲玉は何度も削除を求めるメールを百度に送っ
たが、百度は削除や侵害の停止などの措置を取ら
なかった。2015年、任甲玉は北京海淀区人民法院
に訴訟を提起し、湖南省懐化市天橋公証処が2015
年4月8日と2015年5月21日に作成した百度のウェ
ブページの「任甲玉」関連の表示内容に関する公
証書を提出した。原告の請求は以下の通りであ
る。（１）被告は原告の氏名権、名誉権及び一般
の人格権中の「忘れられる権利」を侵害する行為
を直ちに停止し、謝罪し、影響を除去せよ。この
うち、百度検索ウェブサイトで「任甲玉」を入力
して検索を行った結果の中で、「陶氏任甲玉」、
「陶氏超能学習法」、「超能急速学習法」、「超能
学習法」、「陶氏教育任甲玉」、「無錫陶氏教育任
甲玉」など6つのキーワードを削除せよ。（２）
被告は原告に精神損害見舞金２万元を支払え。
（３）2015年3月12日から被告がすべての侵害行為
を停止するまでの期間（上述のキーワードの削除
及び謝罪の完了の日まで）、被告は原告に毎月経済
賠償金5万元を支払え。（４）被告は公証費、宿泊
費、交通費と出張旅費を含む権利保護のために生
じた合理的な費用を支払え。
　被告は北京市方正公証処が作成した2014年6月26
日、2015年5月18日、2015年5月19日に「任甲玉」
を百度ウェブページに入力した検索表示状況証明
書を裁判所に提出した。原告と被告が提出した証
拠としての公証書や、第一審の裁判所で原告と被
告が携帯電話を利用して検索した結果によると、
百度のウェブページの検索フレームの中で「任甲
玉」という検索語を数回入力すると、「キーワー
ド関連検索」でいくつかの異なる内容が表示され
る。表示される内容はしばしば変わり、しかも原
告が権利侵害と主張する6つのキーワードも表示
されないことがある。これに基づいて、被告は以
下のとおり主張する。（１）本件において、被告

はインターネット検索サービスだけを提供してい
る。「キーワード関連検索」とは、インターネッ
ト上の全てのユーザーが一定期間内に入力した検
索キーワードの頻度を自動的に集計し、ユーザー
が入力したキーワードに関連する、検索頻度が最
も高いキーワードを表示することである。ユーザ
ーが入力するキーワードの内容とその頻度が変わ
ると、関連検索のキーワードも自動的に更新され
る。この過程で百度会社はいかなる人為的な調整
も操作もしておらず、技術的な中立性と経営の正
当性を保っている。（２）被告が原告の氏名権と
名誉権を侵害することは客観的にあり得ない。原
告はこれまで実際に陶氏教育と業務上の協力関係
にあった。この客観的な情報がインターネットに
反映され、検索エンジンの機械的アルゴリズムに
従って、キーワード関連検索システムで自動的に
表示されたことは、原告の人格権を侵害する行為
ではない。また、「任甲玉」のキーワードで検索
しても、関連検索しても、表示される検索結果及
びリンク情報には任甲玉に対する侮辱又は誹謗の
文字内容は存在しないから、検索結果等の表示は
原告に対する侮辱や誹謗には当たらず、原告の名
誉権を侵害する行為には該当しない。（３）原告
が主張した「忘れられる権利」には明確な法的根
拠がなく、また「忘れられる権利」は主に人生の
汚点に関わるものであるから、本件には適用でき
ない。原告は陶氏教育会社がもたらした否定的な
影響の大きさ、社会評価の低下の程度及び原告に
対する客観的な影響を立証していない。（４）原
告が主張した経済補償金と精神損害見舞金につい
ては、理由がない。原告の精神的および経済的損
害と被告が提供する検索エンジンサービスの間の
因果関係を示す証拠はない。

２　裁判所の判断

　北京市海淀区人民法院は2015年7月21日に判決48

を下して、本件の検索結果について、被告が人為
的に操作をしておらず、原告の氏名権、名誉権及
び一般的な人格権のうち「忘れられる権利」の民
事的利益を侵害していないとして、原告のすべて
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の訴訟請求を棄却した。原告は北京市第一中級人
民法院に上訴したが、当院は2015年12月9日に以下
の趣旨の判決49を下した。上訴の請求と理由には
法律上および事実上の根拠がなく、原告の請求を
支持しない。原判決は事実が明白であり、法律の
適用も正確であり、維持すべきであると認めた。
　第一審、第二審の判決は、いずれも原告の請求
に法的・事実的根拠があるかどうかが争点だと判
断した。
　氏名権について。氏名権は自然人が有する、法
律に基づいて自らの氏名を決定し、使用し、及び
法律に基づいて自分で変更する権利である。本件
では、関連検索内容の表示は原告本人の許可を得
ていないが、検索語自体はネットユーザーが検索
エンジンに入力するコマンドであり、検索結果中
の「検索語」も過去の特定時間内にネットユーザ
ーが検索語を使用した客観的な状況を動的に反映
し、現在のユーザーの情報検索のためのガイドラ
インを提供するものである。すなわち、「任甲
玉」は被告の検索エンジンが関連アルゴリズムの
処理過程を経て表示した客観的に存在するネット
空間の文字の組合せであり、被告が「任甲玉」と
いう特定の人名に対する盗用や偽造を行ったと認
めることはできず、したがって被告は原告の氏名
権を侵害していないと考えられる。
　名誉権について。名誉権を侵害する責任の法定
構成要件は行為者の違法行為、被害者が名誉を
毀損された事実があること、違法行為と損害の結
果との間に因果関係があること、行為者が主観的
に過失があることである。具体的に本事件に至っ
て、まず関連する検索語「陶氏任甲玉」、「陶氏
超能学習法」、「陶氏教育任甲玉」などは、明ら
かに原告を侮辱する表現が存在せず、事実を捏造
して原告を誹謗したこともない。原告は、業界で
評判が悪い「陶氏教育」と原告との関連を示すキ
ーワードが原告の名声に悪影響を及ぼしていると
主張するが、それは原告個人の主観的な評価に過
ぎず、そのような個人の主観的評価は、キーワー
ドの侮辱性、誹謗性を認定する根拠とはなり得な
い。そして、「任甲玉」と「陶氏」あるいは「陶

氏教育」が同時に出現したのは特定の時間内のネ
ットユーザーが使用した検索語の客観的な状況に
対する反応であるため、被告は検索結果の中の上
記キーワードの存在に対して故意または過失がな
かった。以上のように、被告には侵害の事実も主
観的な過失も存在しないため、原告の名誉権に対
する侵害は成立しない。
　「忘れられる権利」について。「忘れられる権
利」はEUの裁判所が判決を通じて正式に確立し
た概念ではあるが、中国の現行法には「忘れられ
る権利」に関する法律規定はなく、「忘れられる
権利」に対応する権利類型もない。原告は一般的
人格権に基づいて、忘却権はある種の人格的利益
に属するべきだと主張するが、このような人格的
利益が保護されるためには、本件における正当性
と保護の必要性を証明しなければならない。原告
が本件キーワードの削除を請求する直接的な理由
は、「陶氏教育」が業界で評判が悪く、ネットユ
ーザーが「任甲玉」を検索すると表示される「陶
氏教育」や「学習法」と原告との関連を示す各種
のキーワードが自身に不利になるというものであ
る。実際にこの理由には、2つの具体的な意図が含
まれている。その1つは、かつて協力していた「陶
氏教育」が良好な評価を得ていないということを
確認することである。2つ目は、過去の経歴を少
なくともネット上で、学生や顧客の目から隠すこ
とである。前者の場合、企業の名誉は法律によっ
て保護され、法律は合法的な企業の名誉を貶めた
り、不正に利用したりすることを禁止する。まし
て、企業の評価は個人によって主観的に判断され
ることが多いが、企業の客観的な評価も経営状況
の良し悪しによって動的に変化するため、抽象的
に評価することは正しくない。後者の場合、本件
職務経歴情報は原告に最近発生した状況であり、
現在も企業管理教育業界で働いている原告にとっ
て、この情報は職務経歴の一部を構成しており、
業界における原告の現在の評価と直接的な関係が
ある。原告は業界における名声を高め、今後、顧
客を誘致したり、学生を募集したりすることを目
指しているが、原告の職務経歴を含む個人の履歴
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情報は、顧客や学生が原告の教師としての信用性
を判断するための重要な情報である。これらの情
報の存在は、原告の潜在的な顧客や学生を含む公
衆が有する、原告個人の信用性について知る権利
にとって客観的な必要性がある。原告は、陶氏教
育と協力して教育業務を行っていた当時、未成年
者や制限行為能力者、行為無能力者ではなかった
から、原告を、法律的に特殊な人として保護する
法理的な土台がない。したがって、原告が本件で
主張した情報の「忘れられる」（削除する）利益
は、正当性と法的保護の必要性を有せず、不法行
為法で保護される正当な法益にはならない。その
利益は、一般的人格権の中のいわゆる「忘れられ
る権利」で保護されるという原告の主張は支持し
ない。

３　検討

　上記の裁判理由の中には、氏名権の侵害や名誉
権の侵害についてのコメントが認められる。しか
し、「忘れられる権利」の部分には不備があると
考えられる。
　本件第一審、第二審が、原告の「忘れられる権
利」の主張を支持しないとの判決を下した理由
は、原告が「忘れられる権利」の本件における正
当性と保護の必要性を証明しなかったことにあ
る。主な判決理由は以下の3つである。まず、本
件において事実上の権利侵害が存在しない。原告
は「陶氏教育」が良好な名声を持たないことを証
明しておらず、「陶氏教育」の不良な名声と自身
の損害との因果関係を証明しなかった。被告が
「関連検索」で提示した検索キーワードは、ネッ
トユーザーの検索内容と頻度を客観的に反映した
もので、原告の権利を侵害する違法行為はない。
そして、関連情報の削除は公衆の知る権利を損な
う。原告が削除を主張した職務経歴情報は真実で
あり、業界における現在の原告個人の信用と直接
的な関係がある。これらの情報の保存には、原告
の潜在顧客あるいは学生を含む公衆が原告の状況
を知る上で客観的な必要性があり、削除すべきで
はない。最後に、特別な保護主体は存在しない。

原告は、陶氏関連企業で教育業務を行っていた当
時、未成年者や制限行為能力者、行為無能力者で
はなく、法律上の特別な保護を受ける主体に該当
しない。このように、裁判所は、一般的な不法行
為の構成要件、個人情報を制御する利益と公衆の
知る権利との間の価値衡量、特殊な主体に該当す
るかどうかという3つの条件を設定して、「忘れら
れる権利」に対する司法的保護基準を構築した。
　確かに、中国の現行法では、特に本件判決時の
法律では、「忘れられる権利」を独立した権利類
型と見ることはできない。将来的にも、「忘れら
れる権利」が独立した権利類型として規定される
可能性は低い。しかし、これをもって「忘れられ
る権利」は権利ではない、と断じることはできな
い。「忘れられる権利」は一つの独立した民事権
利類型ではないとしても、民事権利の構成要素の
一つではあり得るのである。
　「忘れられる権利」がある意味において一つの
権利であることには問題はなさそうである。しか
し「忘れられる権利」が一つの独立した民事上の
権利、特に独立した地位を有する具体的な人格権
として認められるためには、ある法律上の利益を
民事上の権利として承認するための要件が充足さ
れなければならない。その要件とはすなわち、あ
る法律上の利益が独立して保護される必要がある
場合において、それがより上位の民事上の権利に
包含されておらず、かつ実定法上の規定があると
きには、その法律上の利益を単独の民事上の権利
とみなすことができる、というものである。独立
した人格権の確立も同様でなければならない。
「忘れられる権利」が独立した人格権として認め
られるか、上記の3つの基準に照らして検討する
と、まず独立して保護される必要があることは認
められるが、他方でより上位の民事的権利に包含
されており（例えば、プライバシー権または個人
情報権は、「忘れられる権利」の上位の権利概念
であり、それを包含していると見うる）、また実定
法では独立した人格権として規定されていない。
したがって、「忘れられる権利」は独立した具体
的な人格権とは認められない。
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　本件第一審、第二審の判決は原告の請求を認め
なかったが、一般論として「忘れられる権利」が
（もっとも、独立した権利としてではなく、一般
的人格権の一内容としてではあるが）保護される
可能性を否定していない点は注目に値する。本件
キーワードの削除を求める利益が一般的人格権の
中のいわゆる「忘れられる権利」で保護されてい
るとの原告の主張が認められなかったのは、本件
キーワードについての「忘れられる（削除を求め
る）利益」は、正当性と法的保護の必要性を持た
ず、不法行為法で保護される正当な法益にはなら
ないという、個別的な衡量に基づく判断の結果に
過ぎない。中国の裁判所と裁判官が、「忘れられ
る権利」に対する学術的観点と外国裁判所の典型
的な判例を積極的に認めたことは、高い評価に値
する。しかし、判決中の「いわゆる『忘れられる
権利』」という表現からは、裁判官が「忘れられ
る権利」を軽視していることが窺われる。

三 日中判例比較とその示唆

　上述の判決内容を見ると、中国で最初の「忘れ
られる権利」判決（任甲玉事件）の論理は3つに分
けることができると考える。まず、「忘れられる
権利」は明文化されていないが、一般的人格権の
中の一内容とみなすことができる。そして、本件
の審理は不法行為の認定という観点からなされて
いる。最後に、インターネット検索エンジン運営
会社は、インターネットユーザーに検索サービス
を提供する義務があり、その結果は一定の特殊性
を持っている。中国で最初の「忘れられる権利」
判決と本稿で取り上げた日本の判例の論理は、細
部で異なっているとはいえ、大体似ている。任甲
玉事件判決で注意を要するのは、まず、検索サー
ビスの提供という行為（本件においては特に「過
去の特定時間内にネットユーザーが検索語を使用
した客観的な状況を動的に反映し、現在のユーザ
ーの情報検索に参考となる情報を提供する」とい
う行為）の内容に関して、インターネット検索エ
ンジン運営者の表現の自由の程度までは明らかに
されていないため、情報受信の自由と自由に情報

を提供することを論理上明確に保障しているわけ
ではない（インターネット検索エンジン運営者の
権利ではなく、義務がより強調されている）。次
に、中国で最初の「忘れられる権利」事件の審理
対象は、「氏名権、名誉権、原告が主張する一般
的人格権のうち、いわゆる『忘れられる権利』」
であり、裁判所は、権利侵害の存在と正当性、必
要性を判断して審理を進めた。ここでの「忘れら
れる権利」の分析は、名誉権侵害についての考察
を伴っておらず、検索結果が「削除」可能か否か
にのみ着目している。すなわち、中国の判決は、
プライバシー侵害の具体的内容を検討した日本の
判例とは異なり、単に「新しい権利—忘れられ
る権利」の効果（検索結果の削除）を分析するに
留まっており、「忘れられる権利」の理論上の分
析が不足している（「忘れられる権利」を民法上
の名誉侵害やプライバシー侵害の問題と直接的に
関連付けていない）。さらに、中国の裁判所による
検索エンジンの特性の分析は、日本とは分析の視
点は若干異なるが、分析の要素では同様である。
すなわち、一定のアルゴリズムがあり、検索エン
ジンが自動性などの特徴を持つ。しかし、日本の
判例では、インターネット検索エンジン運営者が
検索エンジンの持つ公共性を明確に主張し、国民
の知る権利を保障していることを抗弁の根拠とし
ている。裁判所も、公衆に検索サービスを提供す
ることの重要性を認めた。中国の判決で解決され
たのは、個人と企業間の紛争であり、インターネ
ット上のすべてのユーザーの検索ニーズに応える
「百度公司」の検索エンジンの運営モデルを強調
している。最後に、中国の判決では、原告の主張
の法的根拠や、原告による事実の証明が不十分で
あったため、原告の主張を裁判所が支持しなかっ
た。現行の法制度の下では、「忘れられる権利」
を再び主張すると支持されない可能性が高く、
「忘れられる権利」が再び主張される可能性は低
い。これは、日本の判例とは異なる。日本の最高
裁判所は、「忘れられる権利」を直接承認しては
いないが、論理だけで分析したため、将来、判例
が益々出現することが予想できる。
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　そして、中国の任甲玉事件は、その客体の面で
も従来の日本の判例とは異なっている。日本の判
例では、個人情報を含む文章のリンクを削除する
ことを当事者が主張しているのに対し、任甲玉事
件の当事者は、検索エンジンが特定のアルゴリズ
ムによって提示する検索キーワードを削除するこ
とを主張している。
　検索キーワードの削除を主張できるかどうかは
検討に値する。検索キーワードの作成原理とその
性質を考慮すると、検索キーワードに対して「忘
れられる権利」が適用される可能性を排除すべき
であると考えられる理由は2つある。第一に、検
索キーワードは語彙の組合せを固定したものであ
り、文章のリンクとは異なり、完全な情報ではな
く、クリックしなければ関連ページにジャンプで
きないからである。したがって、削除する必要は
ない。第二に、検索キーワードは、一定の期間に
おける検索頻度の記録に基づき、特殊なアルゴリ
ズムによって作成される、一種の技術的で中立的
な表示であり、時間の経過に伴う公衆の検索状況
の変化を客観的に反映するものであるからであ
る。公衆の検索状況を客観的に反映する検索キー
ワードの表示には、検索キーワードの削除のよう
な人為的な操作が入り込む余地はない。機械的に
提示されたキーワードを削除することは、公衆の
検索状況の客観的な表示に干渉することになる
が、情報主体も検索エンジンもそのような権利は
持っていない。したがって、情報主体による削除
の主張は、削除の可能性や必要性があるページや
リンクに対しては及び得るとしても、提示する検
索キーワードにまで及ぶべきではない。
　「忘れられる権利」の適用は主体の特殊性を考
慮しなければならず、未成年者に対しては要件を
緩和し、公人や芸能人などに対しては保護を制限
する。これは既にEUのGDPRの条項になってお
り、中国の学者たちもこれに賛同している50。任
甲玉事件でも、両審の裁判所は、任甲玉は一般的
な理性を備えた人であるとして、未成年者等に対
する特別な保護の法理を適用する土台がないとい
う結論を下した。このほか、一般的な理性を備え

た人の行為と動機を区別して適用する傾向も検討
に値する。任甲玉事件で裁判官は、任甲玉は陶氏
教育と協力していた時期に自発的に陶氏教育との
共同宣伝を行ったのであり、任甲玉は理性を備え
た人として、この行為がもたらす結果を引き受け
なければならないと考えた。つまり、一般的な理
性を備えた個人による自発的な情報利用の行為に
対しては、裁判所は「忘れられる権利」の適用を
事実上排除していることになる。
　一方、日本では、検索事業者に検索結果の削除
を請求することは、人格権に基づいて行われてい
る。人格権に基づく削除請求と損害賠償請求は、
すでに相当な理論と判例が蓄積されている。検索
結果の削除と損害賠償を再検討する場合には、こ
れまでの議論を踏まえて考察する必要がある。こ
れについては、プライバシーに属する情報を検索
結果として提供する理由やその公共的利益を考慮
する必要があり、プライバシーを公表されない個
人の利益が右公益に明らかに優越する場合に限っ
て削除を認めるとする旨の最高裁平成29年1月31日
決定があった。しかし、一方では、検索サービス
はインターネット上の名誉毀損やプライバシー侵
害情報の拡散に大きな役割を果たしており、検索
事業者が関連情報を不適切に送信したり管理した
りはしていないという理由で、検索結果の削除義
務を全て否定することも望ましくない。
　しかし、中国の裁判所は過去に下された判決と
その論旨より、実体法の規定を重視しており、以
前の判決は当然のことながら法的な効力を有する
ものではない。典型的な成文法国家として中国で
は、近年、司法制度の改革に伴って判決がほとん
ど公開されるようになり、その影響力や整合性が
大きく向上しているが、判決によって新たな準則
を作成し、適用することはまだ困難である。これ
は中国の裁判所が「忘れられる権利」に関する問
題を審理する際に、日本と同じような一貫した判
断基準を生み出さない原因となっている。また、
中国では、裁判所は憲法条文やその原則を直接引
用して被保護利益の正当性を説明することは少な
い。言論の自由との価値衡量であっても、人格の
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尊厳の範囲であっても、民法に定められた具体的
な権利に基づいて論ずるほかない。このような状
態は、各地域、各等級の裁判所の裁判結果の論理
の相互衝突を招きやすく、日本のように評価シス
テムを形成することができない。この点から言え
ば、中国の裁判所は依然として日本に学ぶ必要が
ある。

第４章　中国における「忘れられる権利」
の位置

　2012年ごろから「忘れられる権利」が欧州連合
の判決と立法によって徐々に人々の視野に入って
きて以来、中国の学者たちは「忘れられる権利」
をどのように適切に既存の法体系の中に位置付け
るかについて議論してきた。これに対してインタ
ーネット大国である中国（特に中国の多くのイン
ターネット企業は、自国のみでサービスを提供
し、外国の大手インターネット企業が中国市場に
参入することは難しい。EU法の「忘れられる権
利」は、欧州だけで認められ、EU域外では適用さ
れないというジレンマを抱えているが、中国の場
合そのようなジレンマは避けることができる）に
とって、「忘れられる権利」は一見するとインタ
ーネット企業、特に検索サービス提供者を制限す
るもののように思われるが、実のところ、長期的
にはインターネット企業の進歩を促進し、国際競
争力の向上、同時に利用者の利益を保護する促進
策である。では、いかに合理的に「忘れられる権
利」を導入するかについては、隣国日本の対応を
見るべきであろう。

一　日本における「忘れられる権利」に関する立

法・判例の蓄積

　日本の法律において「忘れられる権利」の内容
や理念に関連しているのは、憲法上の幸福追求
権、民法上の人格権（更生を妨げられない権利）
やプライバシー権であるが、これらは裁判でしば
しば引用されたり、「忘れられる権利」の上位の
権利とされたりする権利である。このほか、EUの

GDPRおよび「忘れられる権利」の規定に最も近
いのは平成30年改正個人情報の保護に関する法律
（以下「個人情報保護法」という）である51。個
人情報保護法19条は、情報取扱事業者に対し、利
用目的の達成に必要な範囲内において、個人デー
タを正確かつ最新の内容に保つとともに、利用す
る必要がなくなったときは、当該個人データを遅
滞なく消去する努力義務を課している。同法29条
は、権利主体は個人情報取扱事業者に対し、本人
が識別される保有個人データの内容が事実でない
ときは、当該保有個人データの内容の訂正、追加
又は削除を請求することができると定めている。
そして同法30条は、権利主体が個人情報取扱事業
者に対して、16条（利用目的による制限）に違反
して取り扱われている個人データや17条（取得方
法の制限）に違反して取得された個人データの利
用の停止又は消去を請求する権利を認めた。つま
り、利用目的による制限あるいは取得方法の制限
に違反して取得された個人データの利用停止や消
去、不要となった個人データの消去およびデータ
の内容が事実でないときの個人データの訂正等が
個人情報保護法で定められている。ただし、19条
の義務は努力義務であって、まして、個人データ
にかかる本人に、不要となったデータの消去請求
権を認めるものではない。
　先に分析した日本の「忘れられる権利」の判例
を参考にして、日本国内では「忘れられる権利」
に対して、段階的アプローチが採られている。ま
ず、憲法と民法の中から上位の権利とその保護理
由を探し、裁判所の裁判を通じて、「忘れられる
権利」が保護に値するかどうかを判断する評価体
系を構築し、明確な立法と独立の権利がない段階
で、情報主体を保護し、その後の立法に基盤を構
築する。平成29年最高裁決定が出された後、日本
の司法界は、静観の段階にあるが、今後、「忘れ
られる権利」をめぐる立法のニーズは、個人情報
保護法、民法、行政法の一部規定（特に公的側
面）という3つの出口があると想定できるであろ
う。そうすると、日本の「忘れられる権利」への
対応の流れは次のようになる。
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　図1には示されていないが、この過程は外国（特
にEU法）からの強い影響を受けている。また、裁
判を経て「忘れられる権利」の判断基準が確立さ
れたのは、日本の判例体系が発達しており、前科
問題、プライバシー権、人格的尊厳権、言論の自
由に対する数々の先例があったからである。この
ように、日本の場合、「忘れられる権利」に関す
る国内の立法・判例の蓄積は少なくない。

二　中国への示唆と中国の「忘れられる権利」の

制度設計

１　中国の「忘れられる権利」に関する既存の法

制度

　現在、中国の立法において「忘れられる権利」
の制度は確立されていないが、中国の現行法法規
には個人情報保護に関する規定が大量に存在して
おり、これは「忘れられる権利」の国内法化に有
力な法的支持を提供している。現在中国は「民法
総則」をはじめ、「不法行為法」、「サイバーセ
キュリティ法」、「ネットワーク情報保護の強化
に関する決定」、「情報セキュリティ技術公共と
商用サービス情報システム個人情報保護ガイドラ
イン」、「電気通信・インターネット利用者個人
情報保護規定」など数多くの法律と行政法規、省
庁の個人情報の保護に対する規制と規範ファイル
を制定している。
　それだけではなく、中国の現行法には、「忘れ
られる権利」の価値理念に符合するいくつかの法

律規定も存在する。「失信被執行人名簿情報の公
表に関する若干の規定」「最高人民法院『失信被
執行人名簿情報の公表に関する若干の規定』を改
正する決定について」では、失信被執行人名簿と
失信期限制度について規定されている。規定によ
ると、失信被執行人（信用を失った民事執行を受
けた人）は名簿庫に登録された後、その関連する
個人情報はインターネットを含む各種の方法を通
じて公表される。個人情報が公表されると、失信
被執行人のについて規定されている、生活や仕事
など様々な面で制約を受ける。ただし、失信被執
行人が受ける制限には期限があり、その期限が切
れれば失信被執行人に関する個人情報は削除され
るべきであるとされている。上述の司法解釈の規
定によると、司法機関が失信被執行人の個人情報
をインターネットに送信する行為には法的根拠が
あり、失信被執行人の個人情報を公開することは
違法とは言えない。ただし、この公開には期限が
あり、期限が切れた後、被執行人に関する個人情
報は削除されるべきであるとされる。この司法解
釈規定の背景にある理念は、法が被執行人に更生
の機会を与え、過去の信用を失った行為を許すこ
とにある。そして、中国「会社法」によると、取
締役、監事、高級管理人員は、刑の確定、執行の
満了から5年を経過したり、破産の清算が完了した
日から3年を経過したり、営業免許の取消しがあっ
た日から3年を過ぎたりした後は、会社でその役
職を担当する資格を回復する。「会社法」上記規

（図1）
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定の理念は、取締役、監査、高級管理人員の不正
を忘れ、彼らに職場復帰の権利を与えることにあ
る52。上述規定の理念はちょうど「忘れられる権
利」の精神の要義と一致する。

２　既存の法制度の欠陥

　「忘れられる権利」の文脈から中国の法律体系
を見ると、現段階の中国の法律はデータの収集、
使用、記録問題に重点を置いているが、「忘れら
れる権利」によって調整できる個人データの公開
問題には触れていない。言い換えると、現在、中
国の法律は「データ最小化」の原則が実行されて
いる段階53にあり、個人データの自主的制御およ
びデータの目的外利用の問題はまだ論じられてい
ない。
　中国が「忘れられる権利」を導入するに当たっ
て決定的に不利となる点は、表現の自由に対して
十分な法的保護を提供できないことである。先に
述べたように、「忘れられる権利」の実行は動的
で複雑なバランスの考慮を伴うプロセスであり、
公共的利益、知る権利、表現の自由との衝突の調
整が非常に重要である。このような矛盾を避ける
ために必要な、基本的権利相互のバランスの考慮
は、非常に精密で慎重さが要求されるプロセスで
あり、いかなる独断的な結論も重要な権利に対す
る侵害を招く。したがって、もしこれらの権利の
バランスについて弾性メカニズムが確立できなけ
れば、中国に移植されても、公民のデータやプラ
イバシーを実効的に保護することはできない。
　中国は憲法の司法化に大きな抵抗があり、表現
の自由が憲法の保護を十分に受けることができな
い。このような状況下でむやみに「忘れられる権
利」を導入すれば、データセキュリティ問題はあ
る程度緩和されるかもしれないが、「忘れられる
権利」が徹底的な検閲の道具にされるとの欧米諸
国の懸念が中国で現実になるという、より深刻な
問題をもたらす可能性がある。そのとき、すでに
大きく畏縮している公共表現の環境はさらに圧迫
され、「忘れられる権利」は検閲の正当性を提供
する道具に転落する。

　ヨーロッパでは1995年にデータ保護システムが
確立され、10年間に絶え間ない修正と発展を経
験してきた。「忘れられる権利」は、よく整備さ
れたデータ保護体系を基盤として提唱されたもの
であり、孤立した概念ではない。中国の国民にも
「忘れられる」ことに対するニーズはあるが、基
本的権利に関わるため、急進的な導入は逆効果に
なるかもしれない。相対的に整備されたデータ保
護システムのサポートがない場合、「忘れられる
権利」もデータとプライバシーを保護する効果を
発揮しにくい。そして、中国には、日本のように
数多くの判決を総合して新しい権利の保護制度を
創設する法制度もない。したがって、データ保護
システムが十分に整備されていない中国では、
「忘れられる権利」を直接導入することを急いで
はならない。

３　中国での「忘れられる権利」のあるべき道

３．１　位置付けの四段階
　上述のように、「忘れられる権利」を中国に直
接導入することはまだ困難であり、長期的な準備
が必要である。日本の対応や関連判例、欧米の立
法動向や学説などを参考にして、「忘れられる権
利」の位置付けを4つの段階に分けるべきだと考え
る。
　まず、「忘れられる権利」が言論の自由を侵害
する恐れに対しては、「忘れられる権利」の前提
条件として、言論の自由、知る権利など憲法上の
権利の保障を拡充しなければならない。次に、既
存の法律資源を利用し、関連法で既存の権利を拡
大解釈する。更に、理論解釈の上で、日本の判例
と立法の経験を学び、裁判所の判決を通じて「忘
れられる権利」の法律上の利益の存在を確認する
という司法実践によって、情報主体の実質的な保
護を形成し、立法の基礎を築く。最後に、以上の
各ステップを完成した上で、最終的に中国の法律
体系に「忘れられる権利」を成文法で導入する。
　憲法上の権利に関する議論は本稿の主要な目標
ではなく、判例についても関連事件の登場を待つ
必要があるため、以下では、既存の権利の拡大解
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釈と将来の進路について、詳細に議論する。

３．２　現存法制度を利用する方法
　現在の段階で「忘れられる権利」を保護する方
法は、法的なつながりを通じて、人格権法、サイ
バーセキュリティ法、不法行為法などの既存法を
拡張解釈することである。
　まず、人格権法で、個人情報権を具体的人格権
として確定し、「忘れられる権利」が「個人情報
権」の一部に属することを確認する。「忘れられ
る権利」は、司法的、理論的な準備ができていな
いため、今の段階では具体的人格権としては認め
られない。「忘れられる権利」は個人情報を保護
する手段であるため、個人情報権の一部として考
えられる。注意すべきことは、中国の個人情報権
は、アメリカのプライバシー権やドイツの「情報
自主権」とまったく同じではないことである。一
方で、中国の個人情報権は、アメリカにおける個
人情報保護とは異なり、プライバシー権を根拠と
するものではない。アメリカにおける個人情報の
保護は、プライバシーの概念を拡張することによ
って達成されており、他の多くの基本的権利もプ
ライバシーの拡張によって保護されている。しか
し中国の民事権利体系はアメリカとは異なり、個
人情報保護のためにプライバシー権を用いること
はできない。他方で、中国の個人情報権は、ドイ
ツの「情報自主権」とも異なる。個人情報権は、
データ主体の個人情報の「情報化処理」に対する
統制権であり、個人情報を制御する権利ではな
い。個人は社会の中で暮らしているから、データ
主体が自身の個人情報を完全にコントロールする
ことはできないし、そもそも完全にコントロール
すべきでもない。しかしドイツ法に由来する「情

報自主権」は、個人が法に従って自分の個人情報
を統制し、それを収集して使用することを他人に
認めるかどうかを決定する権利と定義される。こ
れは、個人情報権と交差するが、同一ではない。
データの収集、使用あるいは処理に関するデータ
主体の権利の範囲を無限に拡大することは許され
ず、データ利用者の権利と相互に制限し合わなけ
ればならない。以上を踏まえると、アメリカのプ
ライバシー権やドイツの「情報自主権」を中国に
直接移植することはできないため、中国における
個人情報権の法律化に当たっては、明確かつ全面
的な法律規定を作らなければならない。
　次に、不法行為法に対して拡張解釈を行う。一
方では、義務主体、客体の範囲を拡大すべきであ
り、この点は部分的にはすでに実現されている。
不法行為法第三十六条には、「ネットワーク利用
者あるいはネットサービス提供者がインターネッ
トを利用して他人の民事上の権利を侵害したとき
は、不法行為法上の責任を負う。ネットワーク利
用者がネットワークサービスを利用して侵害行為
を行ったときは、被侵害者はネットサービス提供
者に対し、削除、遮断、リンクの切断などの必要
な措置を講じるべき旨の通知をする権利を有す
る。ネットサービス提供者が通知を受けて必要な
措置を適時に講じなかったときは、それ以後に生
じた被害の拡大分については当該行為者との連帯
責任を負う。ネットサービス提供者は、当該行為
者がそのネットワークサービスを利用して他人の
民事権利を侵害していることを知りつつ必要な措
置を講じなかったときは、そのネットワーク利用
者と連帯責任を負う」と規定されている。しか
し、最新の中国「民法典」第一千一百九十五条
は、不法行為の責任主体をネットワーク利用者に

（図2）
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限定しており、ネットサービス提供者の責任を否
定している。それだけでなく、同条の「権利者が
誤った通知によってネットワーク利用者やネット
サービス提供者に損害を与えたときは、権利侵害
の責任を負う」との規定は、逆に権利主体の義務
を加重している。ここで、不法行為法において調
整される責任主体、客体の範囲はこれに限定すべ
きではないと考える。責任主体の「ネットワーク
利用者」は「ネットワーク利用者とネットサービ
ス提供者」に拡大するべきであり、客体の「権利
侵害情報」は、「ネットワーク利用者自身が発行
した情報と他者が発行した利用者に関する情報」
に拡張することができる。また、「忘れられる権
利」の侵害を特殊な不法行為と認めることによっ
て、個人データ管理者の責任を加重すべきであ
る。すなわち、個人データ管理者の過失を推定
し、不法行為責任の証明責任を転換すべきであ
る。データ主体はデータ管理者と比較して情報力
等で劣るため、過失責任の原則を貫いてデータ主
体に過失の証明責任を課すと、当事者間の実質的
公平が害されるからである。過失の推定により、
個人データ管理者は情報の適正利用を証明して自
らの無過失を立証しない限り、不法行為責任を負
うことになる（事実上、無過失責任に接近する）1。
　最後に、サイバーセキュリティ法の拡張解釈で
ある。サイバーセキュリティ法第四十三条の規定
は「削除権」に偏っており、「法の規定に違反し
た場合」に限って情報を削除することができると
されている一方、情報がいつ、どこで、どのよう
な方法で収集、保存、処理されるかについて、個
人が自ら決める統制権は認められていない。じつ
は、「忘れられる権利」の立法は、「情報自主
権」という個人の情報統制権の設定を参考にする
ことができる。完全な「情報自主権」とはいえな
いが、「忘れられる権利」は過去の情報を晒され
ない自由を個人にもたらす。すると、この条項の
適用要件を「法の規定に違反した場合」から変更
し、「データ主体は、インターネット上ですでに
公開されている、不適切で、関連のない、または
時代遅れの個人データを削除または秘匿する権利

を有する」と解釈することができる。そうすれ
ば、「忘れられる権利」は人々が自分のデータを
制御するための新しい方式を提供することになる
だろう。

３．３　未来の進路
　立法の過程は長い時間を要するため、むしろ行
政的な保護の手段を用いたほうが効果が早く、そ
れは立法のための経験を積むことにもなる。しか
し、中国には現在、統一的な個人情報保護機構が
なく、個人情報の管理主体に明確な権限、責任区
分がなく、事後の救済を通じて、情報の不当な収
集、処理、使用による損害を補うしかない。法定
の削除権や忘却権があっても、具体的な執行状況
が懸念され、法が白紙化される可能性もある。し
たがって、統一的なデータ保護機構の設立は不可
欠である。データ保護機構は「ビッグデータ」時
代の新しい管理監督モデルの「協力管理監督モデ
ル」（即ち大規模ネットワークサービス提供プラ
ットフォーム、データ産業協会と社会監督協同デ
ータ保護機構がデータの利用を監督すること）を
すべきである。データ保護機構は主に法律政策と
基準の制定、大規模ネットワークサービス提供プ
ラットフォームの認可をし、そして、これらのプ
ラットフォームが直接中小ネットサービス提供者
の監督をして、信用規制を中心とする新たな監督
制度を構築し、EUのように良好な情報審査と監督
体制の役割を果たす。大規模なプラットフォーム
と中小ネットサービス提供者は相互に選択・制約
し、ネット世界規約を通じて、中小データサービ
ス提供者に対する直接的な「ソフト・ローによる
支配」を実現した。データ産業協会は大多数の中
小ネットサービス提供者の利益を代表して、業界
規範に基づき大規模なプラットフォームに対する
監督・規制を行い、その発展を促進する。社会的
監督はデータ産業の管理コストを大幅に下げるこ
とができ、インターネット時代におけるその役割
は大きい。情報主体は個人の敏感な情報を秘匿で
きるようになる一方、個人情報の動態プロセスを
知ることによって、安心して個人情報の収集、処
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理、利用に同意できるようになり、データ産業の
発展を促進することになる。
　「忘れられる権利」を具体的人格権として導入
する立法過程は、中国の個人情報保護法制の進歩
の程度に依存する。民法総則が施行された現在、
司法実践では民法総則一百十一条54の個人情報保
護に関する規定を拡張解釈し、「忘れられる権
利」によって保護された利益をその中に含めるこ
とができる。それとともに、今の「民法典」第
一千三十七条55は実質的には削除権と「忘れられ
る権利」を規定している。第一千三十六条56はそ
の行使できない例外を規定している。「民法典」
の条文は「忘れられる権利」を名指しで明記して
はいないため、「忘れられる権利」の保護は、将
来の「民法典」の改正に依存すると考えられる。
そこで個人情報権を明示的に規定し、その下で削
除権と「忘れられる権利」を2つの独立条項に分け
て規定するほうが良いと考える。削除権の条項は2
項の規定に分けて、第1項で情報の権利主体の知る
権利を規定して、第2項で削除権行使の要件と情報
の管理者が直ちに削除しなければ民事責任を負う
ことを明記する。次に続く「忘れられる権利」条
項も2つに分けられ、第1項は「忘れられる権利」
を行使できる要件であり、第2項は行使できない例
外的な場合である。このような構造をとることに
より、EUでみられるような立法上の混乱を回避で
きるかもしれない。
　国民の個人情報を全面的に保護し、人間の尊厳
を守り、公共の安全を保護し、法治社会の建設需
要に応えるために、中国が「個人情報保護法」の
ルートを通じて直接「忘れられる権利」を確立す
る道こそ最善であると考える。個人情報保護法を
通じて「忘れられる権利」を保護することが必要
な理由として、具体的には以下の3点が挙げられ
る。まず、「忘れられる権利」の保護は、企業の
所在地に関わりなく全国一律であるべきであり、
そのためには全国共通の保護法を制定することが
最良の選択だからである。EUの総合立法モデルと
アメリカの個別立法モデルを比較すると、総合立
法モデルのほうがより有利であり、司法の実践に

おいては、個人情報の保護に有利である。個人情
報は多種多様であり、人格権法には含まれない技
術的規定にも関連しているため、人格権法以外に
も特別法を制定する形で保護される必要がある。
したがって、「忘れられる権利」に対する総合立
法は、国民の個人情報を保護する上で利点があ
る。第二に、グローバル化の流れに照らせば、専
門的な個人情報保護法で「忘れられる権利」を設
定すべきだからである。中国の基本的な国情を踏
まえれば、「忘れられる権利」によって保護され
る実質的利益を法定化し、具体的な実施細則を制
定する形が望ましい。欧米諸国のうち、ドイツの
場合には、一般的人格権の拡張を通じて具体的人
格権が保護される。ドイツ法は、一般的な人格権
の解釈を通じて、国民の「忘れられる権利」を保
護することに長けている。一方、アメリカでは、
プライバシーの拡張による「忘れられる権利」の
保護が行われている。しかし、中国では、一部の
新しい権利の保護は、具体的人格権の拡張を通じ
て行われる。したがって、中国で新しい権利の具
体的な内容を定めて適用するに当たっては、欧米
諸国のアプローチとは異なり、特に立法による具
体化が求められる。対応する条文が見つからな
い、あるいは条文があまりにも抽象的である場
合、裁判官は消極的な拒否の態度を取る傾向があ
る。そこで、個人情報保護法を改正し、「忘れら
れる権利」を個人情報権に依拠する基本的権利と
して保護することを提言する。

第５章　結び

　今日の世界では、ネットワーク技術の発展は日
進月歩であり、クラウドコンピューティング、ビ
ッグデータなどの現代的な情報技術は人類の考え
方と生活様式を根底から変化させている。ネット
ワークの記憶は空間的な無限性と時間的な永久性
を有し、それは人類に便益をもたらすと同時に、
迷惑をももたらした。この問題を解決するために
「忘れられる権利」が生まれた。「忘れられる権
利」は典型的な新しい権利であり、人格権の範囲
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に属する。「忘れられる権利」の目的は、すでに
公開されている個人情報を再びプライバシーの領
域にしまい込むことである。現在よく言われてい
る「忘れられる権利」とは、「デジタルの忘れら
れる権利」、すなわち、インターネット上ですで
に公開されている、不適切で、関連のない、時代
遅れの個人情報を、データ主体が削除または秘匿
する権利である。
　インターネットには無限の探索能力と記憶能力
があり、「忘れられる権利」はプライバシーリス
クに対応し、個人情報を保護するのに非常に積極
的な意義がある。ビックデータの時代には、「忘
れられる権利」は保護されるべきものであり、法
律に明記されなければならない。しかし、これま
でも「忘れられる権利」の立法化には疑問が提起
されている。反対論者たちは、「『忘れられる権
利』の導入は、言論の自由、国民の知る権利に脅
威を与え、経済の発展を阻害し、国家全体の核心
的な競争力を阻害する」と主張する。しかし「忘
れられる権利」の保護には、道徳的かつ法的な正
当性がある。データ主体に個人情報を削除する権
限を与えることは、他の権利と衝突する可能性が
あるが、方法が適切であれば、完全に権利衝突問
題を解決することができる。「忘れられる権利」
は絶対的な権利ではなく、「比例原則」を導入す
ることによって利益の衝突を解決し、権利間のバ
ランスを実現することができる。データ情報化が
個人情報保護にもたらす困難に対応するため、多
くの国はすでに「忘れられる権利」を導入し、
「忘れられる権利」を法定の権利として確定する
ことによって、人間の尊厳と情報主体の自主性を
保護している。一方、EUとアメリカの「忘れられ
る権利」に対する態度には著しい差異がある。立
法理念において、EUは情報主体の自主性の保護
に、アメリカは言論の自由の保護により重点を置
いている。二つの異なる立法理念の下で、その制
定した「忘れられる権利」を保護する法律規定も
異なっているが、これは「忘れられる権利」が一
つの法定権利になることを妨げるものではない。
EUやアメリカなどは、「忘れられる権利」を立法

で保護しようとしているが、全ての問題が自律的
に解決されるわけではなく、権利間の衝突がある
ときには、法律で「衝突を解消する」必要がある。
　欧米と比べて、中国では、「忘れられる権利」
に対する立法保護が脆弱である。個人情報の保護
については、法律や法規、行政組織の規定がある
にもかかわらず、専門性の高い個人情報保護法は
「忘れられる権利」を法律上の権利として明確に
認めていない。中国は、専門的な個人情報保護法
の中で、「忘れられる権利」を明確に規定するこ
とが望ましい。「忘れられる権利」を法定化する
際には、その規定の具体化、明確化を図るべきで
ある。もし法の規定があまりにも抽象的かつ曖昧
で、同時に最高人民法院がそれに対応する司法解
釈を出さない場合、裁判官は往々にして消極的な
態度を取り、当事者の権利主張を否定し、法の条
項を独自に拡張解釈することには極めて慎重であ
る。これは、中国の裁判官がもつ法律解釈の権限
が小さいからであろう。裁判官は法律を拡張解釈
した場合、責任を問われる恐れもある。しかし、
外国の裁判官には法律を解釈する権力がある。例
えば、本稿で紹介した日本の東京高等裁判所は、
プライバシー権の拡大解釈を通じて、「忘れられ
る権利」に相当する法律上の利益の存在を認め
た。しかし、中国の「任甲玉事件」の主審判事
は、原告が主張した「忘れられる権利」につい
て、「利益の正当性」と「保護される必要性」が
ないという理由で、原告の訴訟請求を直接否定し
た。したがって、中国では、「忘れられる権利」
を保護する際、法律はある程度具体的に規定すべ
きであり、最高人民法院も適時に対応する司法解
釈を出して、裁判官の積極的な司法判断を後押し
すべきである。
　「忘れられる権利」は、過去の不都合な情報を
晒されている情報主体に対して新たな保護を提供
するものであり、これに対応する新しい規則を制
定する必要がある。「忘れられる権利」の立法化
は情報社会発展に伴う必然的な趨勢である。この
権利は記憶と忘却の間で行き来し、古い個人情報
を消し去り、過去にインターネットによって永久
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に記憶された個人情報を人々に忘れさせ、人々の
未来のために、より多くの選択の機会とより大き
な発展空間を創造する。
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ビュー2015年第11号（11月）。この判決以前の忘
れられる権利は、自己情報コントロール権の一
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おり、個人のプライバシー保護および自己情報
コントロール権の拡張という意味からそれを認
める傾向が強かった。しかし、この判決をきっ
かけとして忘れられる権利は、個人情報と関連
した実定法上の具体的な内容を持つ具体的な権
利として認められることになった。さらに、こ
の判決は、法律に基づいて作成・公表された個
人情報がインデックス化されて処理される場合
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認めることができるということを明らかにした
判例であることから、その意義は大きいといえ
る。

42 元旭川市長のYは、1979年の北海道知事選挙に
立候補を予定していたが、原告（出版社）の発
行する雑誌『北方ジャーナル』が2月23日に発売
を予定していた4月号に、「ある権力主義者の誘
惑」というタイトルの記事があり、記事の全体
にわたって被告の名誉を毀損する記載があるこ
とを知った。さらに、被告の私事についても触
れ、結論としては被告が北海道知事として相応
しくないという記述がされていた。
　そこで、被告は1979年2月16日、札幌地方裁判
所に当該号の出版の差止めを求める仮処分を申
請し、同日認められた。Xはこの差止めが検閲
であり違法であるとして国とYに損害賠償を請
求。一審は請求を棄却、二審も控訴を棄却した
ので、X側が上告。
　1986年6月11日、最高裁判所大法廷は、出版
物の印刷、製本、販売、頒布等の仮処分による
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害された者は、人格権としての名誉権に基づ
き、加害者に対して侵害行為の差止めを求める
ことができる（差止請求権が認められる）とし
た。その上で、裁判所が出版等の事前差止めを
行うことができる要件を示した。（フリー百
科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』 参照
（2020/06/16 13:05 UTC 版））。
　引用部分は、「人の品性、徳行、名声、信用
等の人格的価値について社会から受ける客観的
評価である名誉を違法に侵害された者は、損害
賠償（民法710条）又は名誉回復のための処分
（同法723条）を求めることができるほか、人格
権としての名誉権に基づき、加害者に対し、現
に行われている侵害行為を排除し、又は将来生
ずべき侵害を予防するため、侵害行為の差止め
を求めることができるものと解するのが相当で
ある」。

43 1964年に起こった傷害致死事件に取材したYの
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ノンフィクション作品『逆転』（1977年刊行）の
中に実名で記された人物（本件X）が、「知ら
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った」として、慰謝料を請求する民事訴訟を起
こした。
　裁判においては、作品の中で本人が特定でき
る形で前科が公表されたことが、Xのプライバ
シーを侵害するか否かが問われた。第1審判決
（東京地方裁判所、1987年）、控訴審判決（東
京高等裁判所、1989年）はXの主張するプライ
バシー侵害を認め、上告審判決（最高裁判所、
1994年）はプライバシー侵害に関しては明言し
なかったものの、原審を支持した。（フリー
百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』参照 
（2020/06/16 16:38））

44 最高裁昭和52年（オ）第323号同56年4月14日第
三小法廷判決・民集35巻3号620頁、最高裁平成
元年（オ）第1649号同6年2月8日第三小法廷判
決・民集48巻2号149頁,最高裁平成13年（オ）第
851号、同年（受）第837号同14年9月24日第三小
法廷判決・裁判集民事207号243頁、最高裁平成
12年（受）第1335号同15年3月14日第二小法廷判
決・民集57巻3号229頁、最高裁平成14年（受）
第1656号同15年9月12日第二小法廷判決・民集57
巻8号973頁参照）。

45 高原知明ジュリスト1507号参照。調査官の高原
知明は比較衡量論の枠組みを採用する裁判例を
さらに二つの枠組みを分かれた。第一に、比較
衡量の結果、プライバシーに属する事実を公表
されない利益が優越するとされる場合には、原
則として削除請求権を肯定するというものがあ
る。例えば、東京高決平成29・1・12未登載（暴
走族所属歴）など。第二に、「石に泳ぐ魚」事
件の控訴審判決である東京高裁平成13・2・15判
タ1061号等と同様に、比較衡量にあたり、被害
の明白性、重大性や回復困難性等をも考量要素
として加えるものがある。本件の原決定はこの
類型の一種である。

46 最判昭和41［1966］年6月23日民集20巻5号1118
頁。

47 東京地判昭39・9・28下民集15巻9号2317頁。
48 海民初字民事判決17417号(2015)。北京市海淀

区人民法院．“任甲玉与北京百度网讯科技有限
公司人格权纠纷一审民事判决书”．中国裁判文
书网．http://wenshu.court.gov.cn/website/
wenshu/181107ANFZ0BXSK4/index.html?do
cId=43d8366cc47f41beba7769f1ce688973, (参照 
2020-6-28).

49 一中民終字第09558号(2015)。
50 郑志峰．网络社会的被遗忘权研究[J]．网络信息

法学研究，2018(01):218-244+314-315．杨立新，
杜泽夏．被遗忘权的权利归属与保护标准—任
甲玉诉百度公司被遗忘权案裁判理由评述[J]．法
律适用(司法案例)，2017(16):29-39.

51 公的分野では、行政機関の保有する個人情報の
保護に関する法律、独立行政法人等の保有する
個人情報の保護に関する法律がある。そして個
人情報保護条例の中には、公的分野における個
人情報の取扱いに関する各種規定に加えて、事
業者の一般的責務等に関する規定や、地方公共
団体の施策への協力に関する規定等を設けてい
るものもある。

52 薛丽．GDPR生效背景下我国被遗忘权确立研究
[J]．法学论坛，2019,34(02):100-109.

53 李汶龙．大数据时代的隐私保护与被遗忘权[D]．
中国政法大学,2015.

54 中国人代会が公表する英訳：A natural person’s 
personal information is protected by law. 
Any organization or individual that needs 
to access other’s personal information must 
do so in accordance with law and guarantee 
the safety of such information, and may not 
illegally collect, use, process, or transmit other’s 
personal information, or illegally trade, provide, 
or publicize such information.

55 中国人代会が公表する英訳：A natural person 
may retrieve or make copies of his personal 
information from the information processers 
in accordance with law. Where the person 
discovers that the information is incorrect, he 
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has the right to raise an objection and request 
corrections or other necessary measures 
to be taken in a timely manner. Where a 
natural person discovers that an information 
processer has violated the provisions of laws 
or administrative regulations, or breached the 
agreement between 188 both parties while 
processing his personal information, he has the 
right to request the information processor to 
delete it in a timely manner.

56 中国人代会が公表する英訳：When processing 
personal information, an actor shall not bear 
civil liability in any of the following situations: 
(1) the actor reasonably performs the act to the 
extent that the natural person or his guardian 
consents to; (2) the actor reasonably processes 
the information disclosed by the natural person 
himself or the other information that has 
already been legally disclosed, unless the said 
person explicitly refuses or the processing of 
the information infringes upon a significant 
interest of the person; and (3) the actor 
reasonably performs the other acts to protect 
the public interest or the lawful rights and 
interests of the person.

（ちん せんりん 北海道大学大学院法学研究科修
士課程修了）


